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トップメッセージ

精一杯働き、役に立ちたい”という想いが勝りました。そして何より、紅麹事案が発生してからも、“何とかしなけ

ればならない”と意欲的に取り組む、たくさんの従業員がいます。“自分ができるかどうか”ではなく、“この従業員

たちがいれば、できるに違いない”と考えたことが、決断の大きな支えとなりました。

　私は社長就任以来、全従業員に向けたメールマガジン「One Team通信」を週に1回以上発信し続けています。
これは、山根前社長が全従業員向けに発信していた「スクラム通信」を継承したものになります。紅麹事案を 
風化させないための「品質に向き合うこと」と「従業員を元気にすること」が2大テーマですが、そのときどきの
気づきや想いを込めて従業員と共有しています。米国現地法人の社長であったときも、月に1回、従業員向けの
メールマガジンを発信していました。当時の現地法人には、従業員の行動規範として12カ条からなる
“Kobayashi Way”があり、これを題材としていました。12カ条のうち、Easy to understandやSense of 
ownershipは、特に私がこだわって伝承した言葉です。
　従業員とともに、「創造と革新の精神」のもと、常にその時代に合った“あったらいいな”を見つけ出し、お客様に

“これはなくては困る”と言っていただけるような、長く愛される製品を提供し続けることが、小林製薬ならではの

使命であり、企業価値の源泉です。今回の事案を機に、いったん原点に立ち戻って、不足のあるところはしっかり

と立て直してまいります。この従業員たちとなら、必ずできると信じています。

　これら従業員を導き、「新小林製薬」の礎とするため、現在、2035年までの長期ビジョンの策定を進めており、 
本年8月には、この長期ビジョンと中期経営計画の方向性について公表させていただく予定です。ご期待ください。

この従業員たちなら、必ず成し遂げられる

　日々の助言におきましては、製造業出身の強みを活かして各工場に対してさまざまなアドバイスをいただき、

また、業績目標達成に向けた真摯な姿勢を改めて学ばせていただいております。

　中でも、「創業家依存経営からの脱却」も含め、まず、経営陣の意識改革を進める必要があるとの考えから、 
執行役員らを対象にスタートした「リーダー勉強会」は、組織風土改革の大きな一歩となりますので、大田会長

の貢献を大きく期待しています。

　私は1987年に入社後7年半、国内の営業で商売の基本を学び、1995年からは、国内のマーケティングで主に
芳香剤やブルーレットを担当しました。その後2006年から、英国に拠点を持つ欧州現地法人の社長として赴任し、
7年間駐在しました。そして2015年から、8年近く米国現地法人社長を務めました。
　米国でまず行ったことは、販売と製造を統括するホールディングス会社を設立し、販売・製造それぞれの機能

と本社管理機能を強化しました。併せて製品開発部門を立ち上げ、現場のニーズにあった新製品を米国ローカル

で開発できる体制を構築しました。このような取り組みに加え、さらに2つのM&Aを実行してヘルスケア領域の
事業を拡大することで、米国赴任当時の2015年はカイロを中心に約70百万ドル（1米ドル＝140円換算で約100
億円）であった米国法人の売上を、米国在任最後の2022年末には約2倍の141百万ドル（1米ドル＝140円換算で
約200億円）に拡大することができました。
　このような国内外における現場でのさまざまな経験は私の強みであり、現場の問題を的確に捉え、直面する 
課題に対し既存の枠にとらわれず手を打っていきたいと思っています。そして、私のビジネス人生で大切にして

いる言葉が、「謙虚な姿勢、素直な心、感謝の気持ち」です。「自分はできている」と思っていても、まだまだ 
できていないものです。常に謙虚に学ぶ姿勢が自身の成長をもたらします。素直な心を持っていれば、事実を 

見誤らず、真実をちゃんと理解できます。 
感謝の気持ちを持てば、周りの人も自分も

気持ちよく働くことができ、お互いの成長に

役立ちます。

　社長就任の打診を受けたとき、この混乱

期において、しかも長年創業家が社長を 
務めていた会社で、果たして自分で社長が

務まるのかという大きな不安がありました。

しかし、長きにおいて自分を成長させてくれ

た会社への愛情は人一倍あり、“ここで逃げ

出すわけにはいかない、小林製薬のために
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ガバナンス改革と企業風土の再構築

　本件事案においては、対策会議等が設置されることは無
く、週次のGOM（経営会議）で対応が検討されていました。
その一因として、危機管理本部の設置を規定する当時の危
機管理規程が、主として大規模な自然災害対応等を念頭に
置いており、消費者に重大な健康被害またはその恐れが生
じた場合の公表・製品の回収といった判断を行うのに必ず
しも適していなかった点が挙げられます。
　そのため、当社では、危機管理体制強化の観点から、有
事の対応組織およびリスク情報のエスカレーション体制を
強化いたしました。
　具体的には、健康被害の報告がある場合等、製品の品
質や安全性に問題があることが疑われる事象が発生した
場合、代表取締役社長を責任者として、「品質安全緊急会
議」を速やかに招集することといたしました。また、本件
事案のように消費者の生命や健康に重大な影響を及ぼす
恐れがある場合や、大規模な製品回収の可能性がある場
合には、速やかに危機管理本部を立ち上げ、全社横断的な
対応を実施することとし、2025年3月より運用を開始して
います。

有事の際の社内情報共有体制
　本件事案において、個人情報保護やインサイダー情報管
理に留意しつつも、迅速かつ適切に社内情報を共有する必
要があったにもかかわらず、当社における取締役会への報
告の運用体制に曖昧さがあり、事実検証委員会の報告書で
も指摘があったように、社内における適時の情報共有が不
十分でした。
　そのため、当社では、取締役会へのリスク情報エスカ
レーションの判断権限者の見直しを行い、エスカレーショ
ンの要否を代表取締役社長のみが判断するのではなく、研
究開発や品質安全保証、広報・総務等といった、専門性を
有する各部門のトップ（担当役員）も、取締役会への情報の
エスカレーションの要否を判断することができることとし
ました。これにより、各部門のトップからもリスク情報を取
締役会へ直接、エスカレーションすることができる仕組み
を構築しました。
　また、「重要度の非常に高いリスク情報」のみを取締役
会へエスカレーションすべきリスク情報とするのではなく、
「重要リスク」となる可能性のある情報についても、取締役
会へエスカレーションすべき情報と位置づけています。
　この運用は2025年1月より開始されており、同年3月に
は規程化もされております。

危機管理体制の整備

有事の際の情報エスカレーション体制図

※1 研究開発本部長は「品質安全専門委員会」委員長を担当する。
※2 広報・総務本部長は「リスク・コンプライアンス専門委員会」委員長を担当する。

部長
• 品質保証監査部
• 薬事部
• 安全管理部
• 総務部 …等

担当役員
• 研究開発本部長※1

• 品質安全保証本部長
• 広報・総務本部長※2

…等

社長

取締役
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危機管理本部会議

経営執行会議

1次情報

上部に記載の矢印に従い、同時並行で
情報はエスカレーションする。

人事制度改革へ着手
　当社では同族経営が長く続いたことにより、創業家の求
心力に基づいた指示や指導のもと、業務を遂行する傾向に
あり、自然と同質性が高まる傾向がありました。そのため、
本件事案においても、健康被害の報告が相次いだ段階で、
より強い疑問や異論が唱えられるべきところ、当時の信頼
性保証本部あるいは事業部の担当者が報告した本件事案
の対応方針に対して、疑問や異論が差し挟まれることが少
なく、集団的な合意形成が進んでしまいました。
　創業家との関係を見直す中で、同質性を排除して多様性
を強化するため、多様な人材を確保し、各部署に配置し、
多様性を評価し尊重できる幹部人材の育成を進めること
にいたしました。
　採用においては再発防止策の推進に主眼を置き、第1線
である研究開発本部・製造本部における品質管理、第2線
である品質安全保証本部における品質保証監査を担う人
材等、優先順位の高い必要人材の採用に必要な予算を優
先的に確保しています。また、2025年1月の人事異動にお
いて、各ポジションで求められるスキルや経験を重視した
人材配置を実行しており、今後も従業員データの拡充等も
行いながら、適切な人材配置を行える体制を整えていきま
す。さらに、評価に関しては、まずは当社本体において
2026年1月の導入を目指し、専門性向上に資する人事制度
への改定を進めています。なお、幹部人材や後継者育成に
関しては、今回の組織体制の変更を受けて、改めて重要ポ
ジションの確認を行うとともに、候補となる人材の選定や
育成状況を可視化し、計画的に育成ができる体制を構築す
べく、作業を進めています。

組織風土改革プロジェクトの開始
　当社では、再発防止策の一つである、「3. 全員が一丸と
なって創り直す新小林製薬」を実現するため、当時の国際
事業部長（現代表取締役社長）をリーダーとした、開発部
門や品質部門、営業や本社部門、工場での製造に携わるメ
ンバー等幅広いさまざまな部門よりプロジェクトメンバー
をアサインした「組織風土改革プロジェクト」を2024年
12月に発足させ、2025年3月より具体的な活動を開始し
ています。
　この活動を通じて当社の組織風土に向き合い、必要な改
革を行っていくために、現場の声を基に、新しい小林製薬
を創るべく、引き続き取り組んでいきます。

「新小林製薬」を創るために 「品質・安全の日」の取り組みについて
　当社は、本件事案を絶対に風化させないという強い決意
を持ち、品質問題を二度と繰り返さないために、本件事案
を公表した「3月22日」を「品質・安全の日」と定めており
ます。本件事案に関する社会全体の声・原因・当社の対応
等を振り返り、「品質・安全ファースト」の風土の醸成・強
化に資する取り組みを毎年行ってまいります。
　本件事案に関する社会全体の声・原因・当社の対応等を
毎年振り返るとともに、「品質・安全ファースト」の風土の
醸成・強化に資する取り組みの進捗を確認し、新たな課題
についての討議も継続して実施していきます。
　本件事案の公表から1年を迎え、2025年3月21日※、全国
の事業所、グループ会社に勤めるすべての従業員約3,200
名を対象とし、従業員自身が自分事として向き合い、各職
場において「品質・安全ファースト」で仕事ができている
かを内省する取り組みを行いました。
　この時間を通じて、全役員・従業員が一人ひとり、改めて
自らの責任を確認し、皆様に心より信頼いただける企業を
目指し、全社一丸となって信頼回復に努めてまいります。
※ 2025年3月22日は土曜日のため、営業日である3月21日に実施しております。

全国から参加する従業員

各部署に分かれてのディスカッション
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会長メッセージ

会長就任にあたって、私自身が大事にしていること

自分でよく考え、判断しなければ、前には進まない

　紅麹サプリ関連製品の事案に対して、私たちはその責任の重さを真摯に受け止め、何よりも補償を優先して進

めるとともに、再発防止策に沿った取り組みを徹底しています。ご迷惑をおかけしたお客様、取引先、すべての関

係者の皆様に誠意ある対応を続けて参ります。

　私は、日本航空株式会社（以下「JAL」）と株式会社MTGの経営再建に携わってきました。立て直しは基本的に、従
業員に納得してもらわなければ、前には進みません。とはいえ、スピード感も大事です。まず、私は外部から来た人

間ですので、従業員の思う“あの人は、誰？”を少しずつ払拭し、知ってもらうことから始めています。その上で、私の

考えを丁寧に説明、納得してもらえるようにし、そこで総論賛成・各論反対となるのは困りますから、「納得したの

であれば、さっさとやろう」と伝えています。私のスタイルについては、“せっかち”“強引”と言われることもあれば、

“自らの考えに基づいてきちっと実践する”と評価いただいたこともあります。共感や納得を得るためのプロセスを

非常に大事にしている一方、その進め方については、常にスピード感を大切にしたいと考えています。

　私が当社に来て最初に感じたのは、元気で前向きな発言をするものの、心の傷は大きく、トラウマになってい

て、その引っかかりを少しずつでも解消しないと、元の姿に戻らないだろうということです。このような厳しい事

態に直面した企業においては、当社に限らず同じような状態になるに違いありません。

　紅麹事案の原因についてはさまざまな議論がなされていますが、私は、順調な経営が長く続いたことで、現状

維持への意識が強くなり過ぎていた部分もあるのではないかと考えています。今回の紅麹事案はこれまでの仕事

のやり方を見直すきっかけになると捉え、まず、従業員一人ひとりが「品質は絶対守らなければならない、そのた

めの仕組みは自分たちでつくらなければいけない」と真剣に思うことが不可欠になります。

　次に、当社が再発防止策として掲げる「創業家依存経営からの脱却」は、創業家のみならず、あらゆる他者へ

の過度な依存から脱却し、自律的な意思決定を行っていくことを目指しています。従業員一人ひとり、とりわけ経

営幹部は、自分で一生懸命に考えて“これが正しい”を見つけ出し、それを実践し、何か問題が起これば責任を取る

「自律し・自立した幹部」でなければなりません。

　人間というものは弱く、何かにつけ依存体質は出てきます。責任を取りたくないのは、人間の本能のようなも

のです。

　「何のために会社はあるのか」「何のために経営するのか」「何のために成長するのか」―自分でよく考え、

判断をしていかなければ、不易流行の“流行”ばかりを追うようになり、依存する相手が変わるだけになりがちで

す。自分で考えたことであれば、「やろう」という主体性も、責任感も生まれます。自分で作ったプランであれば、

それを必ず達成しようと、自分で自分を追い込み、その中でいろいろと知恵も出てきます。そのプランを部下に説

明する際も、自分が考えたものですから、どのような質問が来ても、何のためらいもなく説明でき、部下も肚落ち

し、納得してくれるはずです。

　その際、一番大事なのが、「人間として、何が正しいか」で判断することであり、その原点にあるのが、人間はみ

な「すばらしい存在なのだ」という思いです。

　私がこれまでに会った当社の幹部の皆さんは、異口同音に「すばらしい従業員に恵まれている」と話していま

した。このような思いがあれば、現在の困難な状況を間違いなく乗り越えられると確信しています。

　自分でよく考え、判断し、それを実践して、自分で責任を取る。そうすることで自部門を燃える集団にする―

こうしたリーダーを育成するため、約40名の幹部を集めた「リーダー勉強会」を2025年7月からスタートさせま
した。同じようなリーダー教育により、素晴らしい経営幹部が育ったJALやMTGでは、現在もこのような勉強会
をエンドレスに続けています。

仲間のことを思い、お客様を思い、
どんな困難も乗り越え、

真摯な反省とともに未来を切り拓く

取締役会長

大田 嘉仁
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財務ハイライト

国内事業はインバウンド需要の増加や新製品の貢献もありましたが、紅
麹関連製品の自主回収の影響による既存品や通販の苦戦により減収と
なった一方、国際事業は為替やFocus社連結の影響もあり増収しました。

中国大陸や香港地域のみ減収とはなりましたが、他の国・地域でカ
バーしたことで、トータルでは増収しました。

紅麹関連製品回収等に伴う特別損失を127億円計上したことで、減益
となりました。

紅麹関連製品の自主回収を公表した2024年3月22日以降、国内では
全製品の広告を停止、中国大陸では2024年7月まで広告を停止してい
たことから、広告宣伝費は減少しました。

広告を中止したことにより、利益を押し上げた一方、売上の減収や人
件費が増加したことに加え、2023年10月にM&AしたFocus社の償却
費が増えたことも影響し、減益となりました。

資本効率の向上に努めましたが、ROA・ROEともに前年を下回りました。

健全な経営体質の維持と積極的な投資のバランスを考え、安定的な増
配を続けており、2024年度は26期連続増配となりました。

研究開発費は「“あったらいいな”をカタチにする」新製品開発の実現
のため、毎年積極的に投下しており、2024年度は1.2%増加しました。
設備投資について、2024年度は7.5%減少しましたが、2024年4月か
ら中国拠点の新工場が稼働し、2025年には仙台拠点において医療品
新棟が稼働を予定しているなど、大型投資については計画通り進捗し
ています。
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中国大陸

東南アジア

世界に広がる“あったらいいな”

国際事業

OTC医薬品の展開強化、日用品の導入加速
2022年より本格発売しているアンメルツは、今後も販売店舗の拡
大を進めていきます。日用品に関しても、インバウンドで好調な製
品を中心に導入しており、直近では、熱中対策シリーズや、芳香消
臭剤も販売を強化しています。

熱さまシートの需要拡大
コロナ禍前は子どもの発熱時に使われることがほとんどでした
が、新型コロナ感染やワクチン副反応による発熱対策として大人
の使用シーンが増え、習慣化が進んでいます。今後も販売店舗の
拡大を進めていきます。

北　米

その他地域

カイロ事業の拡大
当社は米国の防寒用カイロ市場において大半のシェアを占めてお
り、現在はスポーツ観戦やアウトドアでの使用シーンが多いです
が、日々の防寒対策としての使用を促すことでさらなる需要拡大
を図っていきます。

M&AによるOTC医薬品の拡大
2020年にはニッチでユニークな医薬品製品群をもつAlva社を買
収し、2023年にはOTC医薬品・サプリメントメーカーである
Focus社を買収しました。今後、新製品も追加しながら、米国にお
けるサプリメント事業の確立とOTC医薬品事業のさらなる拡大を
図っていきます。

カイロ・熱さまシート・メガネクリーナの展開強化
イギリスとオーストラリアを中心に、カイロ、熱さまシート、メガネ
クリーナなどを展開しています。特にイギリスにおいては販売エリ
アや配荷店舗の拡大により、カイロが好調に推移しています。

新規国開拓
ベトナムにて熱さまシートを中心に発売を強化しています。今後
も展開品目を増やしていく予定です。

東南アジアでの生産状況
カイロ、熱さまシートは、主に中国大陸からの輸入により、
各地で販売しています。東南アジアでの生産拠点として、タ
イにて新工場を建設中で、熱さまシート等の生産を予定し
ています。これにより、今後も東南アジア各国で見込まれる
需要拡大に対応していきます。また、海外（特にアジア）向
けの医薬品供給拡大のため、日本国内の仙台工場において
医薬品新棟の建設を進めており、今後の国際事業における
成長を支える投資も積極的に実施しています。

Column

米国での生産状況
カイロ、OTC医薬品、サプリメントについては主に米国内の
自社工場およびOEMで生産し、販売しています。また、カイ
ロの需要拡大に伴い、生産キャパシティを増やすためにカ
イロの自社工場（Kobayashi America Manufacturing, 
LLC）の増築を実施しています。

Column

中国大陸での生産状況
カイロ、熱さまシート、一部日用品については、主に中国内の
自社工場で製造し、販売しています。アンメルツは日本の自社
工場で製造し、輸出しています。また、熱さまシートの需要拡
大に伴い、中国大陸では2024年4月に自社工場の新棟も稼働
しており、さらなる需要にも対応できるように備えています。

Column

OTC医薬品の強化
東南アジアは、医薬品を発売するにあたって規制等の影響もそこま
で大きくはなく、比較的展開しやすい環境にあるため、アンメルツを
はじめインバウンドで好調なOTC医薬品の展開を進めていきます。

熱さまシートの需要拡大
中国大陸と同様、熱さまシートの需要は拡大傾向にあります。今
後は配荷店舗の拡大に加え、暑さ対策としての需要も高まってい
くと想定しています。
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“You make a wish and 
we make it happen”
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　当社グループは2025年1月1日付で組織変更を行い、こ
れまでサステナビリティ経営本部にあったサステナビリ
ティ戦略推進部門を財務本部内のIR部に移し、新たな体制
となりました。
　この体制は、経営における財務情報と非財務情報の統合
を図り、持続可能な社会への貢献と企業としての持続可能
な成長の両立を目指すものです。
　サステナビリティの重要性が増すなか、当社に対しての
ステークホルダーの皆様からの期待や要請も日々高まって
きています。私たちは、持続可能な社会の実現に向けてそ
の期待に応えられるよう、さらなるサステナビリティ経営
の強化に取り組んでまいります。
　具体的には、環境保護や人権尊重といった重要な社会
課題に積極的に取り組み、そして信頼に応えるガバナンス
体制を構築いたします。

　環境面では、気候変動対策や循環型社会の実現、生物多
様性保全への取り組みを進めていきます。
　人権尊重においては、「小林製薬グループ人権方針」に
基づき、すべてのステークホルダーに対する人権への負の
影響を特定し、防止・軽減するための人権デュー・ディリ
ジェンスを推進します。
　加えて、私たちは定期的に取り組みの実効性を評価し、
その結果を透明性をもって情報開示していくことで、社会
的責任を果たしてまいります。
　さらに、サステナビリティ経営の推進には、さまざまなス
テークホルダーの皆様との対話が必要不可欠です。お客様、
お取引先様をはじめ、株主・投資家の皆様、地域社会の皆
様、従業員等との対話を積み重ねていき、いただきましたご
意見を経営に反映させ、また説明責任を果たすことで、持続
可能な社会への貢献と企業価値の向上に努めてまいります。

サステナビリティ経営のさらなる推進と
ステークホルダーとの
対話の強化

「人」、「社会」、「環境」と私たち

人
社員一人ひとりが自分らしさを
発揮して、“あったらいいな”をカ
タチにするために、多様なアイデ
アを生み出す自由闊達な企業風
土を大切にしています。この企業
風土を醸成する制度や仕組み、
キャリア開発支援、成長実感を
テーマとした人事制度、働き方の
多様性を実現する環境整備等、
社員一人ひとりから生み出され
る価値を最大化する取り組みに
投資し、企業価値の創造につな
げることを目指します。また、当
社グループ人権方針に従い、対
話を通じてサプライチェーン全体
の人権尊重に取り組みます。

社 会
一人ひとりのお困りごとを解決
する“あったらいいな”の先にあ
る社会課題にアプローチし、ア
イデアをカタチにすることで、健
康と福祉の向上に貢献します。
人々が暮らしの『快』を実感でき
る社会貢献活動の推進、さまざ
まなステークホルダーと連携し
相互の強みを生かした取り組
み、社員の専門的なスキルや知
識を活かした活動等を行うこと
で、地域社会との共生と発展を
目指します。

環 境
私たちは、豊かな自然や地球環
境の支えがあるからこそ事業を
営んでいることを忘れず、資源
の有効な利用に努めます。また、
カーボンニュートラルや循環型
社会への移行、生物多様性の保
全など、世界共通の環境課題に
真剣に向き合い、ステークホル
ダーと力を合わせ、その解決の
ためのアイデアを製品・サービ
スとしてカタチにすることでこの
課題に取り組みます。

サステナビリティ基本方針

　当社グループは、「人と社会に素晴らしい『快』を提供する」経営理念の実践が、人、社会、環境との
調和を図り、持続可能な社会への貢献と企業としての持続可能な成長につながると考えています。
　このことは、まさに「社会のサステナビリティ」と「小林製薬グループのサステナビリティ」を同期
化させることであり、これまで世の中にない製品を生み出すことで新しい生活習慣を作り、新市場
を創造してきた当社グループに新たな成長の可能性をもたらします。さまざまな社会課題に視野を
広げ、一人ひとりの暮らしの中の見過ごされがちな「お困りごと」を発見し、製品・サービスを通じて、
「誰ひとり取り残さない社会」の実現に貢献します。

　2024年に取締役会直下にサステナビリティ委員会を設
置し、経営執行会議と連携した体制で運営しています。
　サステナビリティ委員会は、環境、人権、社会貢献活動と
いったサステナビリティに関する重要事項を審議、報告、
およびダイアログ、取締役会に附議すべき事項についての
審議を行うため、代表取締役社長を委員長、財務本部長を
副委員長とし、常勤監査役および委員長の指名する者（各
本部長、人事部門長、法務部門長、経営企画部門長、なら
びに研究開発本部および製造本部の各品質管理統括部門
責任者等）を構成員として、2カ月に1回開催しています。

サステナビリティマネジメント体制

サステナビリティ
の考え方

執行役員
サステナビリティ推進担当

中川 由美

監督

連携

取締役会

経営執行会議 サステナビリティ委員会

環境推進会議

人権推進会議

CSV・社会貢献推進会議

委員長  • 代表取締役社長

副委員長  • 財務本部長

委 員  • 研究開発本部長 • マーケティング本部長
 • 補償対応本部長 • 品質安全保証本部長
 • 製造本部長 • 営業本部長
 • 国際事業本部長 • DX本部長
 • 広報・総務本部長 • 常勤監査役　等

事務局  • 財務本部 IR部

サステナビリティ
の考え方
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https://sciencebasedtargets.org/


https://kobeplasticnext.jp/next/tsumekaepackrecycle/




https://rspo.org/






https://www.kobayashi.co.jp/contribution/employee/healthmanage.html
https://www.kobayashi.co.jp/contribution/employee/healthmanage.html






https://www.kobayashi.co.jp/corporate/governance/#Governance__policy
https://www.kobayashi.co.jp/ir/report/asr/pdf/2024_4yuho.pdf




2015.3 2016.3 2016.12※8 2017.12 2018.12 2019.12 2019.12 2020.12 2021.12 2022.12 2023.12 2024.12
会計年度 単位：百万円 単位：百万円

売上高 128,344 137,211 120,051 156,761 167,479 168,052 158,340 150,514 155,252 166,258 173,455 165,600
売上原価 54,718 57,518 48,638 61,238 64,359 64,705 67,364 65,248 66,478 73,927 77,079 77,997
売上総利益 73,626 79,693 71,412 95,522 103,119 103,346 90,975 85,265 88,773 92,331 96,375 87,603
販売費及び一般管理費 55,708 61,432 54,003 72,596 76,830 76,991 65,317 59,322 62,707 65,662 70,595 62,742
営業利益 17,917 18,260 17,409 22,925 26,289 26,355 25,658 25,943 26,065 26,669 25,780 24,860
経常利益 18,843 17,949 19,499 24,191 27,374 27,851 27,851 27,726 28,015 28,281 27,330 26,861
税金等調整前当期純利益 20,056 18,755 19,802 22,572 25,304 26,804 26,804 26,635 27,636 27,950 27,559 13,914
親会社株主に帰属する当期純利益 12,448 13,466 14,321 15,863 18,023 19,139 19,139 19,205 19,715 20,022 20,338 10,067
営業活動によるキャッシュ・フロー 15,445 14,329 16,097 22,350 20,007 20,089 20,089 23,986 22,419 31,914 18,360 11,246
フリー・キャッシュ・フロー※1 10,904 3,396 15,577 29,390 11,944 15,017 15,017 11,330 30,410 17,601 △1,216 △7,169
減価償却費 2,644 2,544 2,112 2,926 2,967 3,583 3,583 3,837 3,973 4,360 4,929 6,615
設備投資額※2 3,584 4,448 4,352 3,360 3,796 5,315 5,315 4,265 5,278 15,794 26,887 24,861
研究開発費 5,289 5,788 4,121 7,239 7,031 7,110 7,110 7,338 7,522 8,327 9,004 9,109
会計年度末 単位：百万円 単位：百万円

流動資産 115,990 120,347 128,646 142,346 151,824 162,712 163,046 164,225 181,889 172,892 158,331 144,468
固定資産 70,340 68,650 72,587 76,484 76,963 70,685 70,685 74,141 70,664 82,934 109,142 120,900
流動負債 35,890 36,481 46,975 54,274 55,053 53,433 53,767 50,107 50,703 51,809 56,111 46,423
固定負債 10,829 10,492 10,938 10,744 7,485 7,307 7,307 5,675 6,250 6,118 6,545 5,473
純資産 139,611 142,023 143,320 153,811 166,249 172,657 172,657 182,583 195,600 197,900 204,816 213,471
総資産 186,331 188,997 201,234 218,831 228,787 233,398 233,732 238,366 252,554 255,827 267,473 265,368
運転資本※3 80,100 83,865 81,670 88,072 96,771 109,279 109,279 114,118 131,186 121,083 102,220 98,045
有利子負債 40 181 192 194 506 19 19 13 1 ̶ ̶ ̶
1株当たり情報※4 単位：円 単位：円

当期純利益 152.73 165.56 179.12 201.31 228.05 244.08 244.08 245.71 252.36 259.63 268.16 135.42
配当金 45.00 48.00 52.00 58.00 66.00 73.00 73.00 77.00 83.00 90.00 101.00 102.00
配当性向（%） 29.5 29.0 29.0 28.8 28.9 29.9 29.9 31.3 32.9 34.7 37.7 75.3
キャッシュ・フロー※5 181.6 168.5 189.3 272.4 243.8 244.8 244.8 292.3 273.2 408.9 235.2 144.0
純資産 1,711.77 1,766.06 1,818.10 1,947.82 2,102.49 2,208.94 2,208.94 2,335.93 2,515.53 2,600.04 2,749.17 2,862.28
財務指標 単位：% 単位：%

売上高売上総利益率 57.4 58.1 59.5 60.9 61.6 61.5 57.5 56.6 57.2 55.5 55.6 52.9
売上高営業利益率 14.0 13.3 14.5 14.6 15.7 15.7 16.2 17.2 16.8 16.0 14.9 15.0
売上高経常利益率 14.7 13.1 16.2 15.4 16.3 16.6 17.9 18.4 18.0 17.0 15.8 16.2
売上高当期純利益率 9.7 9.8 11.9 10.1 10.8 11.4 12.1 12.8 12.7 12.0 11.7 6.1
流動比率 323.2 329.9 273.9 262.3 275.8 304.5 303.2 327.7 358.7 333.7 282.2 311.2
総資産経常利益率（ROA） 10.5 9.6 10.0 11.5 12.2 12.1 12.0 11.7 11.4 11.1 10.5 10.1
自己資本当期純利益率（ROE） 9.4 9.6 10.0 10.7 11.3 11.3 11.3 10.8 10.4 10.2 10.1 4.8
自己資本比率 74.8 75.1 71.2 70.3 72.7 73.9 73.9 76.6 77.4 77.3 76.4 80.2
デット・エクイティ・レシオ（倍）※6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
株価収益率（PER）（倍）※7 28.2 29.8 27.9 36.4 32.8 38.0 38.0 51.3 35.8 34.8 25.3 46.0
※1 営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フロー
※2 資本的支出（有形固定資産＋無形固定資産の増加額）
※3 流動資産－流動負債

※4 株式分割の影響を考慮しています。
※5 営業活動によるキャッシュ・フロー÷発行済み株式数
※6 有利子負債÷自己資本
※7 株価÷1株当たり当期純利益

※8  当社は、2016年より決算期を3月31日から12月31日に変更しました。 
そのため、決算期変更の経過期間となる2016年12月期は、2016年4月1日
から2016年12月31日の9カ月を対象とした変則決算となります。

※9  2020年12月期の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準
第29号 2018年3月30日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第30号 2018年3月30日）を早期適用しています。

旧基準 旧基準 新基準※9

11カ年サマリー
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沿革 会社概要・投資家情報  （2024年12月31日現在）

1886 ・ 創業者・小林忠兵衛が、名古屋市中区門前町に、雑貨や化粧品
の店として「合名会社小林盛大堂」を創業

1894 ・『大効丸』『一日丸』『タムシチンキ』など10種の自家製薬品
を販売

1912 ・ 大阪市東区平野町に「合資会社小林大薬房」を設立

1919 ・ 合名会社小林盛大堂と合資会社小林大薬房を合併し、大阪市
西区京町堀に「株式会社小林大薬房」を創立
初代社長に小林吉太郎が就任

1939 ・ 頭痛薬『ハッキリ』を発売

1940 ・ 製剤部門を分離し、「小林製薬株式会社」を設立
大阪市東淀川区（現在の淀川区）で、十三工場の操業開始

1948 ・ 二代社長に小林三郎が就任

1956 ・ 小林製薬株式会社を合併し、社名を「小林製薬株式会社」に変更
大阪市東区道修町（現在の中央区道修町）に移転

1958 ・ 三代社長に小林映子が就任

1966 ・ 外用消炎鎮痛剤『アンメルツ』を発売

1969 ・ 水洗トイレ用芳香洗浄剤『ブルーレット』を発売、日用品分野に参入

1972 ・ 米国のC.R.Bard, Inc.と業務提携し、医療器具輸入販売会社
「株式会社日本メディコ」を設立、医療機器分野に参入

1975 ・トイレ用芳香剤『サワデー』を発売、芳香剤市場に本格的に参入

1976 ・ 四代社長に小林一雅が就任
株式会社日本メディコを、C.R.Bard, Inc.との合弁会社「株式
会社メディコン」に変更

1983 ・ 製造拠点として「富山小林製薬株式会社」（富山県富山市）を設立

1988 ・ 製造拠点として「株式会社エンゼル」（愛媛県新居浜市）を子
会社化

1992 ・ 医療機器事業部 小林メディカルを設立

1993 ・ 製造拠点として「仙台小林製薬株式会社」（宮城県黒川郡）を設立

1996 ・ 義歯洗浄剤『タフデント』を発売

1998 ・ 中国に合弁会社「上海小林友誼日化有限公司」を設立
米国に「Kobayashi Healthcare, LLC」を設立

1999 ・ 大阪証券取引所市場第二部に上場
栄養補助食品の通信販売事業を開始

2000 ・ 東京証券取引所市場第一部に上場、大阪証券取引所市場第一
部に指定
大阪府茨木市に中央研究所を設立
商事部門を分社化し、「株式会社コバショウ」を設立

2001 ・『カイロ』の製造販売会社「桐灰化学株式会社」（大阪市淀川区）
を子会社化
英国に「Kobayashi Healthcare Europe, Ltd.」を設立

2002 ・ 香港に「小林製薬（香港）有限公司」を設立
上海小林友誼日化有限公司を完全子会社化し、「上海小林日化
有限公司」に社名変更
日立造船株式会社より健康食品事業（杜仲茶）の営業権取得

2003 ・ 株式会社エンゼルを「愛媛小林製薬株式会社」に社名変更

2004 ・ 五代社長に小林豊が就任

2005 ・ 笹岡薬品株式会社より女性保健薬『命の母A』の独占販売権取得

2006 ・ アイルランドの医療機器製造販売会社「eVent Medical Ltd.」
を子会社化
米国のカイロ製造販売会社「Heat Max, Inc.」を子会社化

2008 ・ 株式会社コバショウの株式と、株式会社メディセオ・パルタッ
クホールディングスの株式を株式交換
桐灰化学株式会社の製造部門を分社化し、「桐灰小林製薬株
式会社」を設立
石原薬品工業株式会社より『ビスラットゴールド』の商標権取得

2009 ・ シンガポールに「Kobayashi Pharmaceutical (Singapore) 
Pte. Ltd.」を設立

2010 ・ 医療機器部門を分社化し、「小林メディカル株式会社」を設立

2011 ・ MBO方式により、eVent Medical, Ltd.の全株式を譲渡
マレーシアに「Kobayashi Healthcare (Malaysia) Sdn. Bhd.」
を設立
台湾に「台湾小林薬業股 有限公司」を設立

2012 ・ 米国のカイロ製造販売会社「Grabber, Inc.」を子会社化
インドネシアに「PT. Kobayashi Pharmaceutical Indonesia」
を設立
中国に「合肥小林日用品有限公司」を設立
小林メディカル株式会社（現 日本メディカルネクスト株式会
社）の株式の80%を三菱商事株式会社に譲渡

2013 ・ 医薬品・医薬部外品・化粧品の製造販売会社「六陽製薬株式
会社」を子会社化
豪州に「Kobayashi Healthcare Australia Pty., Ltd.」を設立
日本メディカルネクスト株式会社の全株式を三菱商事株式会
社に譲渡
中国に「合肥小林薬業有限公司」を設立
六代社長に小林章浩が就任
タイに「Kobayashi Healthcare (Thailand) Co., Ltd.」を設立
化粧品の製造販売会社「ジュジュ化粧品株式会社」を子会社化

2015 ・ 七ふく製薬株式会社から「丸薬七ふく」ブランド譲受け
米国のBard International Inc.との合弁を解消し、株式会社
メディコンの全株式を株式会社メディコンに譲渡

2016 ・ グンゼ株式会社から「紅麹事業」譲受け
米国の一般用医薬品・化粧品の企画・販売会社「Perfecta 
Products, Inc.」を子会社化

2017 ・ Union-Swiss (Pty) Ltd.（本社：南アフリカ）より『バイオイル』
の独占販売権取得

2018 ・ 中国の医薬品製造販売会社「江蘇中丹製薬有限公司」を子会
社化し、「江蘇小林製薬有限公司」に社名変更

2019 ・ 梅肉を使用した健康食品などの製造販売会社「株式会社梅丹
本舗」を子会社化

2020 ・ 北米における一般用医薬品ビジネスの展開・拡大のため、
Alva-Amco Pharmacal Companies, Inc.を子会社化、社名
をAlva-Amco Pharmacal Companies, LLCに変更

2022 ・ 東京証券取引所の市場区分見直しにより、プライム市場に移行

2023 ・ 北米におけるサプリメントおよび一般用医薬品の展開・拡大を
目的として、Focus Consumer Healthcare, LLCを子会社化

2024 ・ 東南アジア地域での日用品の安定供給を目的として、タイに製造
拠点KOBAYASHI Pharmaceutical Manufacturing (Thailand) 
Co., Ltd.を設立
七代社長に山根聡が就任

2025 ・ 八代社長に豊田賀一が就任

会社名 小林製薬株式会社

創立 1919年（大正8年）8月22日
本社所在地 大阪市中央区道修町四丁目4番10号
代表者  代表取締役社長 豊田 賀一 

（2025年3月28日就任）
従業員数 3,615名（連結） 1,665名（単体）
連結子会社 36社（国内14社・海外22社）

連結子会社［国内］
・富山小林製薬株式会社
・仙台小林製薬株式会社
・愛媛小林製薬株式会社
・桐灰小林製薬株式会社
・アロエ製薬株式会社
・株式会社梅丹本舗
・小林製薬プラックス株式会社
・エスピー・プランニング株式会社
・株式会社アーチャー新社
・すえひろ産業株式会社
・小林製薬物流株式会社
・小林製薬バリューサポート株式会社
・小林製薬グローバルイーコマース株式会社
・小林製薬セールスプロモーション株式会社
・小林製薬チャレンジド株式会社
・株式会社True Nature

連結子会社［海外］
・Kobayashi Healthcare, LLC ・Kobayashi Healthcare Europe, Ltd.
・合肥小林日用品有限公司 ・合肥小林薬業有限公司
・小林製薬（香港）有限公司 ・小林製薬（中国）有限公司
・江蘇小林製薬有限公司
・�Kobayashi Pharmaceutical (Singapore) Pte. Ltd.
・台湾小林薬業股 有限公司
・�Kobayashi Healthcare (Malaysia) Sdn. Bhd.
・�PT. Kobayashi Pharmaceutical Indonesia
・�Kobayashi Healthcare Australia Pty., Ltd.
・�Kobayashi Healthcare (Thailand) Co., Ltd.
・�Kobayashi Healthcare International, Inc.
・�KOBAYASHI Pharmaceutical Manufacturing (Thailand) Co., Ltd.
・Focus Consumer Healthcare, LLC
・�Kobayashi Consumer Products, LLC
・�Kobayashi America Manufacturing, LLC
・Mediheat, Inc.
・Berlin Industries, Inc.
・Perfecta Products, Inc.
・�Alva-Amco Pharmacal Companies, LLC

資本金 34億5,000万円
発行可能株式総数 340,200,000株
発行済株式総数 78,050,000株
株主数 58,270名
上場市場 東京証券取引所プライム市場

株主名簿管理人／ 三菱UFJ信託銀行株式会社 特定口座の口座管理機関

会社概要

主な関連会社

大株主 所有者別株式分布状況

投資家情報

・国内事業　・国際事業　・その他事業

株主名 持株比率（%）

小林 章浩 12.46
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9.42
公益財団法人 小林財団 8.07
Oasis Japan Strategic Fund Ltd. 5.19
渡部 育子 3.13
株式会社 フォーラム 2.79
OASIS JAPAN STRATEGIC FUND Y LTD. 2.74
Oasis Investments Ⅱ Master Fund Ltd. 2.62
井植 由佳子　 2.51
株式会社 慧光 2.29

（注）  当社は、自己株式を3,711,181株保有していますが、上記大株主からは 
除外しています。

（注）  持株比率は自己株式を控除して計算しています。

外国人

20.5%

金融機関

15.0%

証券会社

1.6%

その他の法人

18.6%

個人・その他

44.4%

合 計

78,050,000株
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